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(仮称)相模原市生物多様性に配慮した自然との共生に関する条例(案) 

の骨子 

  

目次 

 Ⅰ 総則(１－１０) 

 Ⅱ 緑地の保全等(１１－１７) 

 Ⅲ 水辺環境、里地里山等の保全(１８－２２) 

 Ⅳ 活動支援及び普及啓発等 (２３・２４) 

Ⅴ 雑則(２５－３１) 

附則 

 

Ⅰ 総則 

１ 目的 

 この条例は、市域における生物多様性に配慮した緑地の保全及び緑化の推進並

びに市域特有の水辺環境、里地里山等の保全、再生及び活用(以下「保全等」と

いう。)について、基本理念を定め、並びに市、市民等及び土地所有者等の責務

を明らかにするとともに、協働による保全等を効果的に推進するために必要な事

項を定めることにより、良好な自然環境の形成及び緑地、水辺環境、里地里山等

の有する機能の持続可能な利用を図り、もって安らぎと潤いのある人と自然が共

生するまちづくりに寄与することを目的とする。 

２ 定義 

 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

ア 市民等 市内に居住し、若しくは滞在する者又は市内で事業を営むものをい

う。 

イ 土地所有者等 市内の土地又は建物その他の工作物を所有し、占有し、又は

管理するものいう。 

ウ 緑地 樹林地、草地、水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する土

地(農地であるものを含む。)が、単独若しくは一体となって、又はこれらに隣

接している土地が、これらと一体となって自然環境を形成しているものをいう。 

エ 生物多様性 様々な生態系が存在すること並びに生物の種間及び種内に様々
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な差異が存在することをいう。 

オ 緑化施設 樹木、地被植物等の植栽、花壇、敷地内の保全された樹木、自然

的な水流又は池及びこれらと一体となった園路、土留、小規模な広場、散水設

備、排水溝、ベンチ等をいう。 

カ 施設緑地 都市公園法(昭和３１年法律第７９号)第２条第１項に規定する都

市公園並びに都市緑地法(昭和４８年法律第７２号。以下「緑地法」という。)

第５５条第１項及び第２項に規定する市民緑地をいう。 

キ 地域制緑地 その土地利用を規制することで良好な自然環境等の保全等を図

ることを目的として指定された区域内にある緑地及び緑化施設(施設緑地を除

く。)をいう。 

ク 水辺環境 ゲンジボタル又はヘイケボタル(以下「ホタル」という。)が生息

し、又は生息していた、池沼、河川、湖等の水面を含むこれらの周辺地域と一

体となって、良好な緑地を形成している、又は形成していた土地の区域をいう。 

ケ 里地里山 現に管理され、若しくは利用され、又はかつてされていた農地、

水路、ため池、二次林(その土地本来の自然植生ではない人為的に成立した雑

木林、竹林等をいう。)その他これらに類する土地(以下「農林地等」とい

う。)の全部又は一部及び人が日常生活を営む場所が一体となっている区域で、

良好な景観の形成、生物多様性の確保、災害の防止、伝統的な文化の伝承、余

暇又は教育的な活動の場の提供等の機能を有するものをいう。 

コ 環境保全団体 市内の緑地、緑化施設、水辺環境及び里地里山(以下「みど

り」という。)の保全等又は生物多様性の保全及び持続可能な利用を推進する

ことを目的とした活動を非営利で行う団体その他これに類するものをいう。 

３ 基本理念 

 市、市民等及び土地所有者等は、本市の恵み豊かな自然と多様な都市機能が共

生する特徴を念頭に置き、次に掲げる理念を共有して取組を推進するものとする。 

（１）みどりは、良好な自然環境を形成するための重要な基盤であり、生活環境

に安らぎと潤いを与えるとともに、生物の貴重な生息又は生育の場であるこ

とから、将来の世代へ継承すべきものとして保全等をすること。 

（２）生物多様性の保全及び持続可能な利用(以下「生物多様性の保全等」とい

う。)を推進することにより、その恵沢を将来にわたって享受できる人と自然

が共生するまちづくりに努めること。 
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（３）自然環境と多様な都市機能の調和を図り、みどりの保全等及び生物多様性の

保全等を推進するため、多様な主体が相互に連携し、及び協力すること。 

４ 市の責務 

（１）市長は、３に規定する基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、み

どりの保全等及び生物多様性の保全等のための基本的な施策を策定し、及び推

進しなければならない。 

（２）市長は、(１)の規定による基本的な施策の推進に関する市民等及び土地所有

者等の意識の普及啓発に努めるとともに、市民等、土地所有者等及び環境保全

団体が行うみどりの保全等及び生物多様性の保全等を支援するよう努めなけれ

ばならない。 

（３）市長は、施策の推進等に当たっては、必要に応じて、関係機関及び関係団体

と相互に連携し、効果的な施策の推進等に努めなければならない。 

５ 市民等の責務 

 市民等は、基本理念にのっとり、生物多様性の保全等に配慮した上で、みどり

の保全等に努めるとともに、市、環境保全団体等が実施する施策に参加し、又は

その推進に協力するよう努めなければならない。 

６ 土地所有者等の責務 

 土地所有者等は、基本理念にのっとり、生物多様性の保全等に配慮した上で、

その所有し、占有し、又は管理するみどりの保全等に努めるとともに、市、市民

等、環境保全団体等が実施する施策に参加し、又はその推進に協力するよう努め

なければならない。 

７ 基本計画の策定 

（１）市長は、市域におけるみどりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

め、緑地法第４条第１項に規定する基本計画(以下「基本計画」という。)を策

定するものとする。 

（２）市長は、基本計画を策定しようとするときは、あらかじめ相模原市水とみど

りの審議会の意見を聴かなければならない。 

（３）市長は、基本計画の策定に当たっては、市民等、土地所有者等又は環境保全

団体の意見を聴くために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（４）市長は、基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 
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（５）(２)から(４)までの規定は、基本計画の変更について準用する。 

８ 地域戦略の策定 

（１）市長は、市域における生物多様性の保全等に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するため、生物多様性基本法(平成２０年法律第５８号。以下「生物

法」という。)第１３条第１項に規定する生物多様性地域戦略を策定するもの

とする。 

（２）７(２)及び(３)の規定は、(１)の生物多様性地域戦略の策定又は変更につい

て準用する。 

９ 諸制度の活用 

 市長は、生物法、緑地法、都市計画法(昭和４３年法律第１００号)、景観法

(平成１６年法律第１１０号)その他の関係法令に基づくみどりの保全等及び生物

多様性の保全等に資する諸制度を活用するよう努めなければならない。 

１０ 生物多様性の保全等 

市長は、生物多様性の保全等に関する施策を計画的に推進するために、次に掲

げる事項の推進に努めなければならない。 

ア 生物多様性についての理解を促進すること。 

イ 多様な野生生物の生息又は生育が可能な環境を保全すること。 

ウ 市域に生息し、又は生育する希少な野生生物の保護及び特定外来生物を防除

すること。 

エ 人為的に移動させた生物の野外への放出及び人の管理が及ばない状態での植

栽又は播
は

種による生態系への影響を防止すること。 

オ 生物多様性の保全等に寄与すると認められる区域(以下「生物多様性重要区

域」という。)の適切な保全及び利用を図ること。 

Ⅱ 緑地の保全等 

１１ 管理緑地等の適切な保全 

（１）市長は、市が管理する緑地及び緑化施設(以下「管理緑地等」という。)の態

様に応じて、総合的かつ計画的に適切な保全に努めなければならない。 

（２）市長は、緑地法第１７条第１項の規定によるもののほか、緑地の保全上必要

であると認められる土地の取得に努めなければならない。 

（３）市長は、管理緑地等の適切な保全に当たっては、市民等、土地所有者等及び

環境保全団体と協働するよう努めなければならない。 
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１２ 施設緑地 

（１）市長は、緑地法第５５条第１項の規定による申出があったときは、規則で定

めるところにより、市民緑地契約を締結するものとする。 

（２）市民緑地の名称及び位置は、市長が定める。 

（３）市長は、緑地法第６０条第１項の規定による市民緑地設置管理計画の認定の

申請があった場合には、規則で定めるところにより、当該市民緑地設置管理計

画を認定することができる。 

１３ 地域制緑地 

（１）市長は、１２(１)の規定により市民緑地契約を締結した土地又は１４(３)の

規定により指定した保存樹林のうち、市民等の利用に供することにより活用を

図り、良好な自然環境を確保する必要があると認める区域については、規則で

定めるところにより、ふれあいの森として指定することができる。 

（２）市長は、生産緑地法(昭和４９年法律第６８号)第３条第１項の規定により定

められた生産緑地地区内の緑地を保全するために必要な措置を講じるよう努め

なければならない。 

（３）市長は、(１)及び(２)に定めるもののほか、自然公園法(昭和３２年法律第

１６１号)第２条第１号の自然公園や自然環境保全法(昭和４７年法律第８５

号)第２２条第１項に規定する自然環境保全地域等の地域制緑地について、そ

の管理者等と連携を図りながら、その保全に努めなければならない。 

１４ 保存樹林等 

（１）市長は、都市の美観風致を維持するため必要があると認めるときは、規則で

定める基準に適合する樹林又は樹木を保存樹林又は保存樹木(以下「保存樹林

等」という。)として指定することができる。 

（２）樹林又は樹木を所有し、占有し、又は管理する者(以下「所有者等」とい

う。)は、規則で定めるところにより、当該樹林又は樹木の保存樹林等として

の指定を市長に申請することができる。 

（３）市長は、(２)の規定による申請があったときは、規則で定めるところにより、

当該樹林又は樹木を保存樹林等として指定することができる。 

（４）市長は、(１)又は(３)の規定により保存樹林等の指定をしようとするときは、

規則で定めるところにより、当該保存樹林等の所有者等と管理に関する協定

書を締結するとともに、指定を証する書類を所有者等に交付するものとする。 
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（５）市長は、保存樹林等の指定をした場合において、所有者等の意向があったと

きは、保存樹林等の指定地である旨を表示する標識を設置することができる。 

（６）(１)から(５)までの規定は、保存樹林等の指定の変更について準用する。 

１５ 保存樹林等の指定の解除 

（１）市長は、保存樹林等の滅失、枯死等によりその指定の理由が消滅したときは、

規則で定めるところにより、速やかにその指定を解除するものとする。 

（２）市長は、公益上の理由その他特別の理由があるときは、保存樹林等の指定を

解除することができる。 

（３）市長は、(１)及び(２)の規定により保存樹林等の指定を解除したときは、そ

の旨を所有者等に通知するものとする。 

１６ 保存樹林等に関する支援 

 市長は、保存樹林等の保全に関し必要があると認めるときは、その所有者等に

対し、その維持管理に要する費用の助成その他規則で定める支援を行うものとす

る。 

１７ 緑化の推進 

（１）市長は、市が所有し、占有し、又は管理する庁舎、公園、道路、学校その他

の公共施設(以下「公共施設」という。)について、緑化の推進に努めなければ

ならない。 

（２）市長は、公共施設における管理緑地等を計画的に管理し、及び適切に維持す

るものとする。 

（３）市民等及び土地所有者等は、その所有し、占有し、又は管理する市内の土地

又は建物その他の工作物における緑化の推進に努めるとともに、緑化の推進に

関する活動への参加に努めるものとする。 

（４）市長は、市民等及び土地所有者等が所有し、占有し、又は管理する市内の土

地又は建物その他の工作物の緑化を推進するために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

Ⅲ 水辺環境、里地里山等の保全 

１８ 保全等活動区域の指定の申請 

（１）水辺環境、里地里山又は生物多様性重要区域において、環境保全団体は、規

則で定めるところにより、各区域において環境保全団体が保全等の活動をする

区域(以下「保全等活動区域」という。)の指定を市長に申請することができる。 
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（２）(１)の規定により申請をしようとする環境保全団体は、保全等活動区域の指

定の申出に当たり、市長に対し必要な助言又は指導を求めることができる。 

（３）(１)及び(２)の規定は、保全等活動区域の指定の申請の変更について準用す

る。 

１９ 保全等活動区域の指定等 

（１）市長は、１８(１)の規定による申請があったときは、規則で定めるところに

より、当該申請に係る区域を保全等活動区域として指定するものとする。 

（２）市長は、(１)の規定による指定をしたときは、その旨を申請した環境保全団

体に通知するとともに、規則で定める事項を告示し、及び当該保全等活動区域

内に保全等活動区域である旨を表示した標識を設置するものとする。 

（３）市長は、(１)の規定により指定した保全等活動区域のうち、神奈川県里地里

山の保全、再生及び活用の促進に関する条例(平成１９年神奈川県条例第６１

号)第８条第１項に規定する地域に該当するものについては、里地里山保全等

地域として神奈川県知事に申し出ることができる。 

（４）(１)から(３)の規定は、保全等活動区域の指定の変更について準用する。 

２０ 保全等活動区域の指定の解除 

（１）市長は、保全等活動区域で活動する環境保全団体が１９(１)の規定により規

則で定める事項を満たさなくなったときは、保全等活動区域の指定を解除する

ことができる。 

（２）市長は、(１)の規定により保全等活動区域の指定を解除したときは、当該環

境保全団体に通知するとともに、規則で定める事項を告示するものとする。 

２１ 保全等活動認定団体の認定 

（１）１９(１)の規定により指定した保全等活動区域において活動する環境保全団

体は、規則で定めるところにより、当該保全等活動区域の保全等に資する団体

(以下「保全等活動認定団体」という。)としての認定(以下「認定」という。)

を市長に申請することができる。 

（２）市長は、(１)の規定により申請をした環境保全団体の活動が規則で定める要

件に該当するときは、当該環境保全団体を保全等活動認定団体に認定するもの

とする。 

（３）市長は、(２)の規定により認定をしたときは、当該認定の申請をした環境保

全団体及び当該環境保全団体が活動する保全等活動区域内の土地所有者等にそ
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の旨を通知するものとする。 

（４）(１)から(３)までの規定は、保全等活動認定団体の活動内容の変更について

準用する。 

２２ 認定の取消し 

（１）市長は、保全等活動認定団体が偽りその他不正の手段により認定を受けたと

き、又は２１(２)の規則で定める要件のいずれかに該当しなくなったときは、

その認定を取り消すものとする。 

（２）市長は、(１)の規定により認定を取り消したときは、当該認定を取り消した

保全等活動認定団体及び当該保全等活動認定団体が活動する保全等活動区域内

の土地所有者等にその旨を通知するものとする。 

Ⅳ 活動支援及び普及啓発等 

２３ 環境保全団体への支援 

 市長は、環境保全団体が実施するみどりの保全等及び生物多様性の保全等の活

動(農林地等が保全等の活動の対象であるときは、当該農林地等の土地所有者等

の同意を得て行うものに限る。)を支援するために必要な措置を講ずるものとす

る。 

２４ 普及啓発等 

（１）市長は、市民等及び土地所有者等が行うみどりの保全等及び生物多様性の保

全等の活動を促進するほか、活動するために必要な知識の普及に関する施策を

講ずるよう努めなければならない。 

（２）市長は、緑地の保全及び緑化の推進並びに保全等活動区域の保全等において

中心的な役割を担う団体や人材の育成に努めるものとする。 

（３）市長は、環境保全団体と市民等、土地所有者等及び法人その他の団体との保

全等の活動に係る交流及び連携の促進を図るものとする。 

Ⅴ 雑則 

２５ 緑地の利用の禁止又は制限 

 市長は、１２(１)に規定する市民緑地及び１３(１)に規定するふれあいの森に

ついて、緑地法、都市公園法及び相模原市都市公園条例(昭和４５年相模原市条

例第１１号)に定めがあるもののほか、規則で定めるところにより、区域を定め

て、緑地の利用を禁止し、又は制限することができる。 

２６ 保全等活動区域における行為の制限 
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（１）保全等活動区域内において、次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許

可を受けなければならない。ただし、土地所有者等が通常行うべき管理行為、

保全等活動区域の有する機能の保全又は人の生命若しくは身体に係る被害を防

止するための行為については、この限りでない。 

ア 保全等活動区域内に生息し、又は生育する生物の持去り又は区域外からの

生物の持込みのほか、人の管理が及ばない状態での植栽及び播種等の生態系

のかく乱 

イ 標識、看板、柵その他保全等活動区域の保全等に係る工作物等を損傷し、

又は滅失させる行為その他保全等活動認定団体の活動に支障を及ぼす行為 

ウ ホタル及びカワニナその他ホタルの幼虫の餌となる生物(以下「ホタル

等」という。)を殺傷し、又は捕獲して保全等活動区域外へ持ち出す行為 

エ 河床及び河岸の掘削、土砂の堆積等のうち、ホタル等の生息の妨げとなる

行為 

（２）市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、前項の許可をするものと

する。 

ア 研究又は調査を目的とするもの 

イ 市内の学校教育法(昭和２２年法律第２６号)第１条に規定する学校、児童

福祉法(昭和２２年法律第１６４号)第３９条第１項に規定する保育所及び就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平

成１８年法律第７７号)第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園又

はこれらに準ずる施設における環境に関する学習を目的とするもの 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（３）市長は、(１)の許可をしようとするときは、あらかじめ、当該保全等活動区

域における保全等活動認定団体の意見を聴くものとする。 

（４）市長は、(１)の許可をしたときは、遅滞なく、前項の規定により意見を聴い

た保全等活動認定団体にその旨を通知するものとする。 

２７ 土地への立入り 

（１）市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に他人の土地に立

ち入り、現況その他みどりの保全等又は生物多様性の保全等について必要な事

項を調査させることができる。 

（２）市長は、(１)に規定する調査の結果に基づき、当該土地を所有し、占有し、
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又は管理する者に対し必要な助言又は指導をすることができる。 

（３）(１)の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者から請求があったときは、これを提示しなければならない。 

（４）(１)の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

してはならない。 

２８ 報告又は資料の提出 

 市長は、この条例の施行に必要な限度において、環境保全団体に対し、報告又

は資料の提出を求めることができる。 

２９ 勧告 

 市長は、２６(１)の規定に違反した者に対し、その行為を中止し、又は相当の

期限を定めて、原状に回復するために必要な措置を講ずるよう勧告することがで

きる。 

３０ 公表 

（１）市長は、２９の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなく当該勧告に従

わないときは、その旨を公表することができる。 

（２）市長は、(１)の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、その理

由を２９の規定による勧告を受けた者に通知するとともに、意見を述べる機会

を与えなければならない。 

３１ 委任 

 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

１ 施行期日 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 関係条例の廃止 

 次に掲げる条例は、廃止する。 

（１）相模原市緑化条例(昭和４７年相模原市条例第２９号) 

（２）相模原市ホタル舞う水辺環境の保全等の促進に関する条例(平成２１年相模

原市条例第２６号) 

（３）相模原市里地里山の保全等の促進に関する条例(平成２３年相模原市条例第

４号) 

３ 経過措置 
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 この条例の施行の日前にした前項の規定による廃止前の相模原市緑化条例、相

模原市ホタル舞う水辺環境の保全等の促進に関する条例及び相模原市里地里山の

保全等の促進に関する条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、こ

の条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

 


